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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに対向する第１面及び第２面を有する振動キャビティ形成基部であって、検出対象
の媒体を受け入れるためのキャビティが、前記第１面側に開口するようにして形成され、
前記キャビティの底面が振動可能に形成されている振動キャビティ形成基部と、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第２面側に形成された第１電極、前記第１電極に積
層された圧電層、及び前記圧電層に積層された第２電極を有する圧電素子と、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第１面側に積層された流路形成基部であって、前記
キャビティに検出対象の液体を供給する液体供給路と、前記キャビティから検出対象の液
体を排出する液体排出路とが形成されている流路形成基部と、を備えた液体検出装置。
【請求項２】
　前記振動キャビティ形成基部は、前記キャビティを形成する貫通孔が形成されたキャビ
ティ板と、前記キャビティ板に積層された振動板と、を有し、
　前記流路形成基部は、前記液体供給路の主要部及び前記液体排出路の主要部が形成され
た流路板と、前記液体供給路の入口及び前記液体排出路の出口が形成され、前記流路板に
積層された出入口板と、を有する請求項１記載の液体検出装置。
【請求項３】
　前記振動板、前記キャビティ板、前記流路板、及び前記出入口板が、同一材質から成り
、一体的に焼結されている請求項２記載の液体検出装置。
【請求項４】
　内部に貯留した液体を外部に送出する液体送出口を有する容器本体と、
　前記容器本体に装着された請求項１乃至３のいずれか一項に記載の液体検出装置と、を
備え、
　前記容器本体の内部の液体が、前記液体検出装置の前記液体供給路を介して前記キャビ
ティに供給され、前記液体排出路を介して前記キャビティから排出されるように構成され
た液体容器。
【請求項５】
　前記容器本体の内部は、互いに分離された第１室と第２室とに区画されており、
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　前記第２室は、液体消費時の液体の流れ方向において前記第１室よりも前記液体送出口
に近い側に位置しており、
　前記液体検出装置の前記液体供給路の入口は前記第１室に連通し、前記液体排出路の出
口は前記第２室に連通し、前記液体供給路及び前記液体排出路が前記第１室と前記第２室
とを連絡する連絡流路を形成している請求項４記載の液体容器。
【請求項６】
　前記液体検出装置は前記容器本体の外側に装着されており、
　前記容器本体の容器壁には、前記液体供給路の入口に連通する入口側開口と、前記液体
排出路の出口に連通する出口側開口とが貫通形成されている請求項４又は５に記載の液体
容器。
【請求項７】
　前記キャビティに向かって突出するようにして前記容器本体に設けられ、前記容器本体
内の液体が消費される際に前記容器本体内の液体の流れを規制して前記キャビティに向か
う液体の流れを生じさせる液流規制部をさらに有する、請求項４又は５に記載の液体容器
。
【請求項８】
　前記液体検出装置は、前記キャビティが前記圧電素子よりも垂直方向の下方に位置する
ようにして前記容器本体に装着されている、請求項４乃至７のいずれか一項に記載の液体
容器。
【請求項９】
　前記液体容器は、液体噴射装置に着脱自在に装着される液体カートリッジである請求項
４乃至８のいずれか一項に記載の液体容器。
【請求項１０】
　内部に貯留した液体を外部に送出する液体送出口を有する容器本体と、
　前記容器本体に装着された液体検出装置と、を備え、
　前記液体検出装置は、
　互いに対向する第１面及び第２面を有する振動キャビティ形成基部であって、検出対象
の媒体を受け入れるためのキャビティが、前記第１面側に開口するようにして形成され、
前記キャビティの底面が振動可能に形成されている振動キャビティ形成基部と、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第２面側に形成された第１電極、前記第１電極に積
層された圧電層、及び前記圧電層に積層された第２電極を有する圧電素子と、を備え、
　前記容器本体は、前記液体検出装置の前記キャビティに連通する第１開口及び第２開口
を有し、
　前記液体検出装置は、前記キャビティが前記圧電素子よりも垂直方向の下方に位置する
ようにして前記容器本体に装着されており、前記第１開口から流出した液体が前記キャビ
ティに流入し、前記第２開口を介して前記キャビティから前記容器本体の内部に液体が流
れるように構成されている、液体容器。
【請求項１１】
　前記液体検出装置は、さらに、前記振動キャビティ形成基部の前記第１面側に積層され
た流路形成基部であって、前記キャビティに検出対象の液体を供給する液体供給口と、前
記キャビティから検出対象の液体を排出する液体排出口とが形成されている出入口形成基
板を有し、前記第１開口が前記液体供給口に連通し、前記第２開口が前記液体排出口に連
通している請求項１０記載の液体容器。
【請求項１２】
　前記容器本体の内部は、互いに分離された第１貯留室と第２貯留室とに区画されており
、前記第１開口は前記第１貯留室に連通し、前記第２開口は前記第２貯留室に連通し、前
記第１貯留室内の液体は、前記第１開口、前記キャビティ、及び前記第２開口を介して前
記第２貯留室に供給される請求項１０又は１１に記載の液体容器。
【請求項１３】
　互いに対向する第１面及び第２面を有する振動キャビティ形成基部であって、検出対象
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の媒体を受け入れるためのキャビティが前記第１面側に開口するようにして形成され、前
記キャビティの底面が振動可能に形成されている振動キャビティ形成基部と、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第２面側に形成された第１電極、前記第１電極に積
層された圧電層、及び前記圧電層に積層された第２電極を有する圧電素子と、を備え、
　前記キャビティの平面形状は、長手方向寸法及び前記長手方向寸法よりも短い幅方向寸
法を有し、
　前記第１電極は、前記キャビティに対応する領域の略全体を覆うようにして形成されて
おり、
　前記第２電極は、前記キャビティの４つの隅部に対応する部分を切り欠くようにして略
十字状に形成されている、液体検出装置。
【請求項１４】
　前記キャビティは、互いに直交する第１対称軸及び第２対称軸を有し、前記幅方向寸法
は前記第１対称軸に沿った寸法であり、前記長手方向寸法は前記第２対称軸に沿った寸法
である請求項１３記載の液体検出装置。
【請求項１５】
　前記振動キャビティ形成基部の前記第１面側に積層された出入口形成板であって、前記
キャビティに検出対象の液体を供給する液体供給口と、前記キャビティから検出対象の液
体を排出する液体排出口とが形成された出入口形成板をさらに有する請求項１３又は１４
に記載の液体検出装置。
【請求項１６】
　前記液体供給口及び前記液体排出口が前記キャビティの長手方向の両端部に対応する位
置に配置されている請求項１５記載の液体検出装置。　
【請求項１７】
　互いに対向する第１面及び第２面を有する振動キャビティ形成基部であって、検出対象
の媒体を受け入れるためのキャビティが前記第１面側に開口するようにして形成され、前
記キャビティの底面が振動可能に形成されており、前記キャビティの平面形状は、長手方
向寸法及び前記長手方向寸法よりも短い幅方向寸法を有する、振動キャビティ形成基部と
、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第２面側に形成された第１電極、前記第１電極に積
層された圧電層、及び前記圧電層に積層された第２電極を有する圧電素子と、
　前記振動キャビティ形成基部の前記第１面側に積層された出入口形成板であって、前記
キャビティに検出対象の液体を供給する液体供給口と、前記キャビティから検出対象の液
体を排出する液体排出口とが形成されており、前記液体供給口及び前記液体排出口が前記
キャビティの長手方向の両端部に対応する位置に配置されている出入口形成板と、を備え
た液体検出装置。
【請求項１８】
　前記キャビティは、互いに直交する第１対称軸及び第２対称軸を有し、前記幅方向寸法
は前記第１対称軸に沿った寸法であり、前記長手方向寸法は前記第２対称軸に沿った寸法
である請求項１７記載の液体検出装置。
【請求項１９】
　前記液体供給口及び前記液体排出口が前記キャビティに対応する領域の内側に形成され
ている請求項１５乃至１８のいずれか一項に記載の液体検出装置。
【請求項２０】
　前記振動キャビティ形成基部は、前記キャビティを形成する貫通孔が形成されたキャビ
ティ板と、前記キャビティ板に積層された振動板と、を有する請求項１３乃至１９のいず
れか一項に記載の液体検出装置。
【請求項２１】
　前記圧電層は、その全体が前記キャビティに対応する領域の内側に形成されている請求
項１３乃至２０のいずれか一項に記載の液体検出装置。
【請求項２２】
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　前記キャビティの長手方向における前記圧電層の寸法は前記キャビティの前記長手方向
寸法よりも大きく、前記圧電層は、前記キャビティの長手方向において前記キャビティを
その全長にわたって覆うように形成されている請求項１３乃至２０のいずれか一項に記載
の液体検出装置。
【請求項２３】
　内部に貯留した液体を外部に送出する液体送出口を有する容器本体と、
　前記容器本体に装着された請求項１３乃至２２のいずれか一項に記載の液体検出装置と
、を備えた液体容器。
【請求項２４】
　互いに対向する第１面および第２面を有し、検出対象の媒体を受け入れるためのキャビ
ティが、上記第１面側に開口するようにして形成され、上記キャビティの底面が振動可能
に形成されている振動キャビティ形成基部と、
　上記振動キャビティ形成基部の上記第２面側に形成された第１電極、上記第１電極に積
層された圧電層、および上記圧電層に積層された第２電極を有する圧電素子と、
　上記振動キャビティ形成基部の上記第１面側に積層され、上記キャビティに検出対象の
液体を供給する液体供給路と、上記キャビティから検出対象の液体を排出する液体排出路
とが形成された流路形成基部とを備え、
　上記キャビティ，液体供給路および液体排出路を含んで形成される空間が、液体供給路
と液体排出路に挟まれた領域に存在するキャビティの中心に対して対称に形成されている
ことを特徴とする液体検出装置。
【請求項２５】
　上記液体供給路および液体排出路は、それぞれキャビティに対して流路面積が絞られる
とともに、内部に液体の流体的質量が存在するよう長さが設定されている請求項２４記載
の液体検出装置。
【請求項２６】
　上記液体供給路に連通する供給側バッファ室と、上記液体排出路に連通する排出側バッ
ファ室とを備えた請求項２４又は２５に記載の液体検出装置。
【請求項２７】
　上記供給側バッファ室と排出側バッファ室は、上記キャビティの中心に対して対称に形
成されている請求項２６記載の液体検出装置。
【請求項２８】
　上記供給側バッファ室および排出側バッファ室は、それぞれキャビティの容量の少なく
とも１０倍以上の容量を有するものである請求項２６又は２７に記載の液体検出装置。
【請求項２９】
　内部に貯留した液体を外部に送出する液体送出口を有する容器本体と、
　上記容器本体に装着された請求項２４乃至２８のいずれか一項に記載の液体検出装置と
を備え、
　上記容器本体の内部の液体が、上記液体検出装置の上記液体供給路を介して上記キャビ
ティに供給され、上記液体排出路を介して上記キャビティから排出されるように構成され
たことを特徴とする液体容器。
【請求項３０】
　容器本体と、
　前記容器本体の内部と流体連通する液体送出口と、
　圧電素子と、
　前記圧電素子が少なくとも部分的に配置された振動部と、
　前記振動部に面するキャビティと、
　前記容器本体の内部と前記キャビティとを流体連通させる第１流路と、
　前記容器本体の内部と前記キャビティとを流体連通させる第２流路と、を備えた液体容
器。
【請求項３１】
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　前記圧電素子と前記容器本体の壁との間に配置された板部材であって、一端側が封止さ
れた孔を含む、板部材をさらに有し、前記孔の封止端は前記振動部として機能し、前記孔
の内部は前記キャビティとして機能する、請求項３０記載の液体容器。
【請求項３２】
　平面を含む第１板部材であって、前記圧電素子と前記容器本体の壁との間に配置された
第１板部材と、
　貫通孔を含み、前記第１板部材の前記平面に取り付けられた第２板部材であって、前記
第１板部材と前記容器本体の壁との間に配置された第２板部材と、をさらに有し、
　前記第１板部材の一部は前記振動部として機能し、前記平面に垂直な方向から見て、前
記第１板部材の前記一部は、前記第２板部材の前記貫通孔の位置に対応しており、
　前記第１板部材の前記一部によって一端が封止された前記貫通孔の内部は、前記キャビ
ティとして機能する、請求項３０記載の液体容器。
【請求項３３】
　平面を含む板部材をさらに有し、
　前記容器本体の壁は、凹部及び前記凹部の周囲の外面を含み、
　前記板部材の前記平面は、前記容器本体の壁の前記凹部の周囲の外面に取り付けられて
おり、
　前記板部材の一部は、前記平面に垂直な方向から見て前記容器本体の壁の前記凹部の位
置に対応すると共に、前記振動部として機能する、請求項３０記載の液体容器。
【請求項３４】
　前記第１流路は、
　第１最大断面領域を含む第１流通路と、
　前記第１最大断面領域よりも大きな第２最大断面領域を含む第２流通路であって、前記
第１流通路に接続された第２流通路と、
　前記第２最大断面領域よりも小さな第３最大断面領域を含む第３流通路であって、前記
第１流通路と前記第３流通路とが前記第２流通路を介して互いに流体連通するように前記
第２流通路に接続された、第３流通路と、を有する、請求項３０乃至３３のいずれか一項
に記載の液体容器。
【請求項３５】
　前記第２流路は、
　第１最大断面領域を含む第１流通路と、
　前記第１最大断面領域よりも大きな第２最大断面領域を含む第２流通路であって、前記
第１流通路に接続された第２流通路と、
　前記第２最大断面領域よりも小さな第３最大断面領域を含む第３流通路であって、前記
第１流通路と前記第３流通路とが前記第２流通路を介して互いに流体連通するように前記
第２流通路に接続された、第３流通路と、を有する、請求項３０乃至３３のいずれか一項
に記載の液体容器。
【請求項３６】
　前記容器本体は、上流室と下流室とに区画されており、
　前記上流室は、前記第１流路、前記キャビティ、及び前記第２流路を介して前記下流室
と流体連通している、請求項３０乃至３５のいずれか一項に記載の液体容器。
【請求項３７】
　前記上流室、前記第１流路、前記キャビティ、前記第２流路、及び前記下流室は、この
順序で連続して接続されている、請求項３６記載の液体容器。
【請求項３８】
　前記上流室は、第３流路を介して前記下流室と流体連通している、請求項３６記載の液
体容器。
【請求項３９】
　前記第１流路、前記キャビティ、及び前記第２流路は、バイパス流路を形成し、且つ、
前記第３流路及び前記バイパス流路は、並列に、前記下流室及び前記上流室に接続されて
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いる、請求項３８記載の液体容器。
【請求項４０】
　前記液体送出口は、前記第１及び第２流路とは異なる第３流路と流体連通している、請
求項３０乃至３５のいずれか一項に記載の液体容器。
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